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繰り返し曲げを受ける RC柱部材の曲げ変形特性に関する実験的研究

名古屋工業大学 O学生会員 亀田好洋 中部大学

愛知工業大学正会員鈴木森晶

正会員 水野英二

1 .はじめに

筆者らは，これまで、鉄筋コンクリート (RC)柱に対する軸圧縮下での繰り返し曲げ載荷

実験を実施してきた.本研究では，既往の研究 1)で、扱った「横拘束筋間隔」および「載荷

パターン」に加え， Iコンクリート強度」も要因とした RC柱供試体に対する繰り返し曲げ

載荷実験を実施したここでは「横拘束筋間隔」ならびに「コンクリート強度Jの違いが，

変形挙動および損傷状況に代表される RC柱の変形特性に与える影響について検証した.

2“実験概要

2.1 供試体概要

本実験では，図-1に示すような断面200X200mm，有効柱高さ 1000mm  (せん断スパ

ン比:5) のRC柱を供試体として用いた.軸方向筋には DlO(SD295) を8本，横拘束筋

には D6(SD295)を用い，柱基部 3D区間 (D:柱幅)に亘って，一定間隔s=35ラ 50ラ 65，90，
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度Jck=20，40および60MPaで配合した普通コンクリートを用いた.こ

こで，作製した供試体の一覧を表-1に，鉄筋およびコンクリートの材

料定数を表-2にそれぞれ示す.

105， 120および 150m mのいずれかで配置しである.また，コンクリートには設計基準強
図-1 供試体図(一帯1])

表-1 面積鉄筋比と力学的鉄筋パラメータ

横拘束筋 面積
力学的鉄筋パフメータ

間隔 s 鉄筋比
ρa"m [%] 

設計基準強度 f'ck [MPa] [mm] ρa[%] 
20 40 60 

35 1.23 20.08 7町69 閤50 0.86 11.42 霞ヨ
65 0.66 11.40 4.44 
90 0.48 6.45 匡ヨ 2.30 
105 0.41 陸自 3.01 2.06 
120 0.36 匡5.8司6 2.40 1.79 
150 0.29 2.07 1.43 

2.2 載荷パターン

本実験では，図ー2に示すような低変位レベルから大変位レベルにか

けての繰り返し漸増載荷ノfターンを設定した.図中の IOyJは，供試

体内の軸方向筋が初期降伏(降伏ひずみ Ey=2，000μ) した際の水平変

位 6を意味する.以下に，載荷パターンの内容を示す.

変位 Omm→ ::t1oy (1または2サイクノレ)

→士20y (1または2サイクル)→土40y (2サイクノレ)

→士80y→ ::t16oy→<一方向載荷>→荷重O恰J

3回実験結果および考察

各供試体の力学的鉄筋パラメータ 2)ん 'mの一覧を表-1に示す.

ここで，んは面積鉄筋比(%)， mは強度比(横拘束筋の降伏強度

σysをコンクリートの一軸圧縮強度1'cで除した値)を表す.なお，

本章では，力学的鉄筋ノミラメータが同値(表-1に口および口で、

示す)の供試体の載荷実験から得た実験結果に対する考察を行う.

3.1 水平荷重一水平変位関係

力学的鉄筋パラメータ ρα'm=3.5%および 5.2%を有する供試体(各3体)

の水平荷重水平変位関係を図ー3 (a)および (b) に示す.

変位レベル 80yまでの履歴特性を考察すると，力学的鉄筋ノfラメータ ρ

α'mニ 3.5%の場合には，コンクリート強度 20MPaを有する供試体の除荷側

での体力が他の 2ケースと比較して低い一方，力学的鉄筋ノfラメータ ρα-

m=5.2%の場合には，コンクリート強度 601¥在Paを有する供試体の除荷側で

表-2 材料定数一覧

横拘束筋 コンクリー卜 軸方向筋(平均)

間隔 s 設計基準 B 圧縮強度[MPa] 降伏強度 号|張強度

[mm] 20 40 60 [MPa] [MPa] 

35 19.5 46.7 71.0 

50 24.0 46.7 71.。
65 18.5 43.6 61.8 

90 24町O 40.5 61.8 351.0 519.0 

105 25.8 39.8 59.2 

120 19.5 43.6 59.7 

150 25.8 40.5 59.7 
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図-2 載荷パターン

の耐力が他の2ケースと比較して高いことが分かる.

-8んから終局状態までの領域では，力学的鉄筋パラメータに関係なく，低いコンクリート強度(この場合には，大
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きい横拘束筋間隔)を有する供試体では，ピーク耐力の低下および、履歴曲

線の軟化勾配が大きくなる傾向が確認できる.とくに，十16めから終局

変位にかけての領域では，コンクリート強度の低い供試体の耐荷性能が大

きく低下し，水平変位軸に偏平な挙動を呈する.このことから，コンクリ

ート強度および横拘束筋間隔が大変位領域での変形特性に影響を及ぼす

と考えられる.

3.2 部材の損傷状況

力学的鉄筋パラメ ヲ
11ρa'm=3.50% 
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m
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水平変位 [ o' I o' v 1 

一例として，力学的鉄筋パラメータ ρ。"m=5.2%を有する供試体 (3体) (a)力学的鉄筋パラメータ -ρa'm= 3.5 % 

の変位レベル:士40yおよび部材終局(載荷終了)時の柱基部2D区間で

の損傷状況を写真-1に示す

写真としては掲載していないが，いずれの供試体も横拘束筋に沿った水

平ひび割れが変位+1.5mm前後より進展し ::I::1oy区間の載荷終了時に

は，左右両面からの水平ひび割れが貫通したまた，士20y区間の繰り返

し載荷では，既存ひび割れの関口帽の拡大のみで，水平ひび割れの進展は

ほとんど確認できなかった.

力学的鉄筋パラメ ヲ
11ρa' m=5.20% 
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写真から分かるように，士4Oy~士80y にかけての繰り返し載荷過程で

(b)力学的鉄筋パラメータ ρa"m=5.2 % 
は，力学的鉄筋パラメータが同値で、あっても，横拘束筋間隔が小さい供試

図-3 水平荷重一水平変位関係
体では，水平ひび割れが卓越する傾向を示すのに対し，横拘束筋間隔が大

きくなるに従い，水平ひび割れから斜めひび割れに移行する傾向を示し

ている.また，コンクリート強度40MPaかっ横拘束筋間隔 50mmの供

試体では，柱基部付近でのひび割れが細部にまで進展する傾向が確認で

きる.さらに， -8oy以降の繰り返し載荷過程において，力学的鉄筋パ

ラメータが同値で、あっても，横拘束筋間隔が大きく(コンクリート強度

が小さく)なるに従い，終局時には軸方向筋のはらみ出しならびにコン

クリートの圧壊などの繰り返し劣化が生ずる傾向が確認できた.

4. まとめ

本研究では，力学的鉄筋ノfラメータおよび載荷パターンに着目した実

験結果の考察を通して3 以下の知見を得た.

1)力学的鉄筋ノfラメータが同値で、あっても i横拘束筋間隔」および「コ

ンクリート強度」の違いにより，部材の変形挙動に差異が生じるこ

とを確認した.とくに，横拘束筋間隔が小さし、かっコンクリート強

度の高い供試体では，その挙動がより延性的になることが分かった.

2)軸方向筋のはらみ出しおよびコンクリート圧壊が顕著となる 80y 

以降の領域においては，変形挙動および部材の損傷状況を「力学的

鉄筋パラメータ」により統一的に評価することが難しいことが分か

った.とくに，力学的鉄筋パラメータが同値で、あっても，横拘束筋

間隔の大きい供試体では斜めひび割れが卓越する傾向を確認した.
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写真-1 部材の破壊進展状況
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